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改修技術 No. 12101206 
 

性能分野 環境・省エネルギー性能 

大分類 断熱性の向上 

中分類 躯体の断熱性の向上 ／外壁の断熱性の向上 

技術の名称 内断熱工法（内張り断熱工法、かぶせ工法） 

改修技術の概要 

【改修工事の主な内容】 

・外壁の室内側に断熱層を設けることにより冷暖房エネルギー、室温変化、結露および結露によ

るカビの発生を低減する。既存の室内仕上げの上から、かぶせ工法となるため解体工事が不要

で工期が短く、室ごとに施工できるため、居ながら工事が可能。室面積の減少をできるだけ少

なくするため、薄くても高い断熱性を有する断熱材が必要となる。 

 

【各工法の特徴】 

①真空断熱材内張り工法（かぶせ工法） 

・繊維系断熱材等を心材としてアルミライナー材等でパッキン

グ、内部を真空状態にしてパネル化した断熱材を室内既存壁

の上から施工する工法。冷蔵庫等で使用される真空断熱材を

建築用に改良した新しい工法。 

・厚さ12mmの真空断熱材で発泡ウレタン200mmと同程度の断熱

性能を有するものもある。 

・仕上げ材にプラスターボード＋クロス張りを用いても既存壁

より25mm程度の仕上げ厚で納まる。 

・真空断熱材は、釘の打ち抜きまたは画鋲（壁にポスタ

ーなどを貼る場合）などで容易に断熱性能を失うた

め施工中施工後も取扱いには注意を要する。 

・現場加工ができず、モジュールによる割り付けとなる

ため現場採寸が必要、コンセント、スイッチパネル、

エアコン取付け廻りは、プラスチック系断熱材を使用

する。 

・胴縁との隙間をなくし釘止めができるように断熱性胴

縁と一体化したパネルが開発されている。 

・床用の真空断熱材も開発されている。 

・複雑な室形状では断熱材が壁面に追従できないため、適用できない場合がある。 

・寒冷地では、導入できない場合がある。 

 

②発泡プラスチック系断熱材複合パネル内張り工法（かぶせ工法） 

・発泡プラスチック系断熱材とプラスターボードの複合パネルを室内既存壁の上から施工する工

法。木材等により補強されている。クロス張り等で仕上げる。 

・真空断熱材より断熱性能は劣るが、既存壁より25mm程度のふけ代で納まり、現場でカット加工

ができ、同じ断熱材で統一して施工できる。 

・メーカーによっては、開放型ストーブの使用は禁止（結露

しやすくなるため）している。 

・複雑な室形状では断熱材が壁面に追従できないため、適用

できない場合がある。 

・寒冷地では、導入できない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

＜出典：(株)ウッドワン＞

＜出典：(株)LIXIL＞ 
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共
同
住
宅
の
タ
イ
プ
ご
と
の
技
術
の
適

用 

技術の種類 
□調査・診断技術 
■改修技術（□劣化を補修する技術 ■性能を向上させる技術） 

共同住宅の

タイプごとの

適用可能性 

S55 年以前供給 中層階段室・壁式（総プロＡ１）
現在の仕様より省エネ性能がかなり劣るため、
使われる可能性が相当ある 

S55 年以前供給 高層・ラーメン（総プロＡ２） 
現在の仕様より省エネ性能がかなり劣るため、
使われる可能性が相当ある 

S56～H2 年供給（総プロＢ） 
現在の仕様より省エネ性能が劣るため、使われ
る可能性がある 

H3～12 年供給（総プロＣ） 
現在の仕様より省エネ性能が劣るため、使われ
る可能性がある 

H13 年以降供給（総プロＤ） 
現在の仕様より省エネ性能が劣るため、使われ
る可能性がある 

（補足）― 

常にセットで利用 

される技術 
― 

技術が適用される 

建物の部位 

□共用部分 

（□躯体・外壁 □屋根 □建具 □設備・配管等 □その他共用部） 

■専有部分 

（□設備・配管 ■その他専用部部分） 
設置・運営等で建築基準法以外に注意すべき主な法令がある設備 
（             ） 
□注意すべき主な法令（         ） 

団地で適用した場合

のメリット 

□住棟まわりの土地が利用できること（仮設以外）（           ） 

□まとまった土地が利用できること（仮設以外）（           ） 

□住宅の数が多く密度が高い（                    ） 

□特定の設備があること（          ） 

足場の設置が必要 
□必要 ■不要 

（                            ） 

工
事
に
よ
る
居
住
者
へ
の
影
響 

数日以上居住

できない住戸が

発生 

□該当 ■非該当 

（                            ） 

一時的な影響

が発生 

□断水などライフラインが一時的に利用不可  

□振動 ■騒音 □粉塵 □臭気 

■その他専有部分又は専用使用部分に対する制限 

（一時的に利用できない個室が発生する         ） 

工事後に続く影

響が発生 

■専有部分又は専用使用部分の使用に対する制限 

（真空断熱材内張り工法は施工後、画鋲打ちが不可など壁面の取扱いには注意が必

要、断熱材中に空気が入り断熱性能が著しく低下する） 

□日照・採光等への影響（                   ） 

当該技術が利用される

工事 

□計画修繕工事（□劣化の補修 □性能の向上） 

□耐震改修工事（□耐震性の向上 □他の性能の向上） 

技術的限界 ― 

参
考
資
料 

技術情報 ― 

価格情報 ― 
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